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①　補正額

（単位：千円）

国県支出金 地方債 その他 一般財源

68,450,311 12,475,393 5,138,100 5,566,643 45,270,175

第１号 （令和7年3月13日議決） 149,920 150,190 10 △ 280

第２号 （令和7年6月20日議決） 985,867 572,361 394,200 6,781 12,525

第３号 （令和7年9月11日議決） 3,392,998 21,630 3,371,368

第４号 （令和7年10月24日議決） 52,548 52,548

第５号 （令和7年11月20日提出） 102,985 47,875 55,110

73,134,629 13,267,449 5,532,300 5,573,434 48,761,446

②　補正の内容

　私立学校施設整備費補助金及び高齢者施設物価高騰対策支援交付金の追加など、所要の補正を
行う。

１．補正予算の概要

合計（補正後の額）

予算額
財源内訳

令和７年度当初予算

補
正
予
算

　(1) 一般会計

1



ページ 款 項 目 科目

7 2 1 3 千円

千円

（単位：千円）

7 2 1 13 千円

千円

（単位：千円）

7 3 1 2 千円

千円

（単位：千円）

7 3 1 3 千円

千円

（単位：千円）

地方債 その他 一般財源

補正後 42,000 42,000

補正前

補正額 42,000 42,000

補正額 144 144

補正後 144 144

国県支出金 地方債 その他 一般財源

補正前

事業費
財源内訳

物価高騰に伴う支援策として、介護サービス事業者等に対
し、1事業所につき交付金10万円を交付する。

補正前

補正後 12,100 12,100

老人福祉費  ○ 高齢者施設物価高騰対策支援交付金 30,100

30,100

地方債 その他 一般財源
事業費

財源内訳

補正額 12,100 12,100

補正前

スポーツ推進
費

 ○ 地域クラブ活動推進事業費 144

中学校における部活動の地域展開を進めるため、課題の整
理や地域クラブ活動の充実について、協議及び検討する地
域クラブ活動推進協議会を開催する。

144

２．主要事項の説明

　(1) 一般会計

予算に関する説明書
事　業　内　容　説　明

企画費  ○ 私立学校施設整備費補助金 42,000

学校法人河合塾学園が開校を予定する広域通信制高等学校
について、校舎として活用する旧油島小学校の改修に要す
る経費に対し補助する。

42,000

事業費
財源内訳

国県支出金

障害者福祉費  ○ 障がい福祉施設物価高騰対策支援交付金 12,100

物価高騰に伴う支援策として、障がい福祉サービス事業者
等に対し、1事業所につき交付金10万円を交付する。

12,100

国県支出金

事業費
財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

補正額 30,100 30,100

補正後 30,100 30,100
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ページ 款 項 目 科目

予算に関する説明書
事　業　内　容　説　明

8 3 2 1 千円

千円

（単位：千円）

8 6 2 1 千円

千円

（単位：千円）

9 8 4 1 千円

● 千円

（単位：千円）

補正後 21,945 4,100 17,845

補正後 5,600 5,600

都市再生整備計画策定支援業務委託料

立地適正化計画を踏まえた公共公益施設の整備等を行うた

め、都市再生整備計画を策定する。

5,888

補正額 11,957 11,957

補正前 9,988

補正前

補正額 5,600 5,600

児童福祉総務
費

 ○ 児童福祉施設物価高騰対策支援交付金 5,600

物価高騰に伴う支援策として、児童福祉施設等を運営する
事業者に対し、1事業所につき交付金10万円を交付する。

5,600

事業費
財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

4,100

事業費
財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

都市計画総務
費

 ○ 都市計画マスタープラン等策定事業費 11,957

11,957

林業総務費  ○ 緊急銃猟事業費 1,084

人の日常生活圏にクマ等が出没した場合に、安全確保等の
措置を十分に講じたうえで、市町村が委託したハンター等
による銃猟を可能とする緊急銃猟制度への対応を図るため
緊急銃猟の実施体制を整備する。

1,084

事業費
財源内訳

国県支出金 地方債 その他 一般財源

補正後 1,084 75 1,009

補正前

補正額 1,084 75 1,009
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